




The Possibility of Corporate Reporting for Investors: 










筆者が着目したのが ESG という用語である。この ESG は環境（E）、社会（S）、ガ
バナンス（G）のそれぞれ頭文字をとったものであり、財務情報以外に投資判断上配
慮すべき点として 2006 年に国連が提唱し、機関投資家に ESG を配慮した投資を意識
















する、統合報告＜ IR ＞ （2）の動きも影響し、日本企業の AR の構成や掲載情報も多様化
している。この統合報告＜ IR ＞の動きと、欧米の機関投資家が企業に対して財務情報
だけでなく、ESG 情報の開示を求める傾向が出ている （3）ことから、IR 活動における
ESG 情報発信の重要性もさらに高まると考える。
② CSR レポートと ESGの関係
多くの日本企業は CSR レポートを発行しており、ここに ESG 情報、特に環境（E）
が多く掲載されている。これは日本の CSR レポートが、環境報告書から発展してきた
ことに起因している。2003 年ごろから社会性情報を組み込む企業が増加し、経済・環
境・社会の 3 側面を踏まえた CSR レポートも目立つようになった （4）。
2003 年以降、日本においては CSR レポートを発行する企業が増加してきた。KPMG
の調査によると、現在では CSR 報告の実施率（CSR の取り組みについて報告している
企業の割合）は、英国に次いで世界第 2 位の高さ（2011 年：99％、2013 年：98％）と
なっている（図 1） （5）。
機関投資家は、CSR 活動を通じて、どのような投資リターンがあるのかを知りたい





現存する AR と CSR レポートを単純に一冊にまとめる（合冊する）だけでは統合報告
書とは言えない （6）という議論も起きており、各社で試行錯誤が続いている状況である。
これまで多くの上場企業は、IR 部主体で AR を、CSR 部主体で CSR レポートを作成
図 1　2011 年および 2013 年の 41 ヵ国におけるCSR報告の実施率
出典：『KPMG による CSR 報告に関する調査 2013』、P.12–13
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表 1 のように、ESG の解釈は肯定的なものから否定的なものまで大きく分かれ、一

























































更と考える。そして GPIF は、2015 年 9 月に PRI（国連責任投資原則）に署名を行っ
た。PRI は、機関投資家の投資意思決定プロセスに ESG 課題を受託者責任の範囲内で
反映させるべきとした投資原則で、2006 年に提唱された。現在では PRI への署名機関




























































































出典： （グラフ 1）経済産業省産業技術環境局　環境政策課環境経済室、『投資家等を対象とした ESG 情報



















を凝らしている。2015 年 6 月には「オムロン　コーポレート・ガバナンス　ポリシー
－持続的な企業価値の向上に向けて－」を制定している。統合レポートでは、このポ

























つくかを、経営トップ陣が積極的に考えることで、ESG の G が充実され、より投資家
にとって対話ツールとして価値のある統合報告書が増えることを期待している。
■註
（1） 国連責任投資原則（Principle for Responsible Investment）。PRI と称される。投資の意思
決定や株式所有活動において ESG の要素を考慮する投資手法と書かれている。









（4） 詳細は株式会社シータス＆ゼネラルプレスが運用しているメディア CSR Communicate　
http://www.csr–communicate.com/qa/report–practice/20090901/csr–2658 に掲載。（最終
アクセス日：2015 年 8 月 12 日）
（5） 『KPMG による CSR 報告に関する調査 2013』、P.12–13
（6） ソーシャル・イノベーション・マガジン！ altana http://www.alterna.co.jp/11280（最終ア




（9）  PRI ウェブサイトより引用。http://www.unpri.org/signatories/signatories/（最終アクセ
ス日：2015 年 10 月 16 日）
（10） 詳しくはウェブサイトに掲載。http://www.fsa.go.jp/news/26/sonota/20150305–1/04.pdf
（最終アクセス日：2015 年 10 月 16 日）
（11） 例えば、Bloomberg は自社端末を通じて、ESG データを独自の分析によって開示しており、
投資家も投資判断材料として利用している。
（12） 詳細は金融庁ウェブサイトに掲載。http://www.fsa.go.jp/singi/stewardship/（最終アクセ
ス日：2015 年 8 月 12 日）
（13） 詳細は金融庁ウェブサイトに掲載。http://www.fsa.go.jp/singi/corporategovernance/（最
終アクセス日：2015 年 8 月 12 日）
（14） 東京証券取引所、『コーポレートガバナンス・コード～会社の持続的な成長と中長期的な企
業価値の向上のために～』、2015、P.2
（15） 武井一浩編著、2015、『コーポレートガバナンスコードの実践』　日経 BP 社
（16） 経済産業省　産業技術環境局　環境政策課　環境経済室、『投資家等を対象とした ESG 情
報の活用状況に関するアンケート調査 2014 報告書』
（17） オムロン株式会社　統合レポート 2015 P.93 
（18） オムロン株式会社　統合レポート 2015 P.65–66 より要約。
（19） オムロン株式会社　統合レポート 2015 P.65–66 より要約。
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